
今年の春闘が始まっていますが、昨年
に引き続き大幅な賃上げが実現するかが
注目されています。労働者の 7割を占め
る中小企業の動向が大きく影響しますが、
厚生労働省は春闘での労使交渉の参考に
するために 2つの調査を公表しました。
1つ目の2023年の「賃金構造基本統計

調査」の速報値
（ 1月24日）では、
10人以上の民間
企業について分
析しています。一般労働者（フルタイム）
の23年の賃金（所定内給与）は31万8 ,300
円で前年と比べて2.1％増となり、1994年
の2 .6％増以来、29年ぶりの高い伸び率と
なりました。
企業規模別では10 ～ 99人の企業で平
均29万4 ,300円、100 ～ 999人で31万1 ,100
円、1000人以上で34万6 ,000円となってい
ます。10 ～ 99人の年齢別の平均は、19歳
までが18万6 ,700円、20 ～ 24歳21万4 ,900
円、25 ～ 29歳24万5 ,700円、30 ～ 34歳27
万400円と、年齢とともに上昇し、ピーク
は50 ～ 54歳の33万100円となっています。
もう 1つの調査は「令和 5年毎月勤労

統計調査特別調査」（ 1月19日公表）で
す。こちらは常用労働者 1 ～ 4 人以下の
事業所の調査（23年 7 月）です。きまっ
て支給する現金給与総額は調査産業計20
万3 ,956円で前年比0.4％増となり、男女
別では、男性は27万6 ,094円で前年比2.2％
増、女性は15万2 ,474円で前年比0.3％減
となっています。
同調査にはパートタイム労働者も含ま
れ、男女の賃金差が大きいのは女性のパー

トタイム労働者
が多いためと推
測されます。
従 業 員 4人 以

下の調査を含めて両調査とも23年は 2 ％
超の賃上げとなっています。
また商工中金の調査では「定例給与・
時給」の23年の賃上げ率は前年比2.92％
増となっていますが、今年は昨年を上回
る賃上げも予想されます。人手不足が深
刻な企業ほど23年の実績を踏まえた賃上
げの検討が求め
られています。 2024

中小企業の23年の賃上げ率は2％超
注目される24年の賃上げ
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戦力化と生産性向上を目指して

2

2025年度から高年齢雇用継続給付金の給付
率が段階的に縮小され、一方で特別支給の老
齢厚生年金の支給開始年齢が段階的に引き上
げられ、男性は2026年 4 月から原則として不
支給になります。この制度を活用し、賃金コ
ストを抑えることに力点を置いていた企業に
とってはモチベーションを含め、シニア世代
の活性化・戦力化を図るための人事・賃金制
度の見直しも必要になります。
このＩＴ企業では定年を65歳とする「シニ
ア正社員制度」を2018年に導入しました。労
働市場では技術者の獲得競争が激化し、即戦
力人材の中途採用が難しくなってきていま
す。同社は今後10年で60歳定年を迎える人が
全従業員の25％になるそうです。しかも、同
社には技術者の技術を職種ごとに 1 ～ 7の
レベルで認定する「専門性認定制度」があり
ますが、高レベルの 5以上の社員のうち50歳
以上が50％を占めており、単に雇用の維持だ
けではなく、シニア層を戦力として活用する
ことが事業発展の根幹に関わる状況になって
いました。
そこで同社の60歳以降の働き方を含む「実
年キャリアプラン」を大幅に見直すことにし
ました。実年キャリアプランは、50代の前半
に60歳以降のキャリアに関する「実年キャリ
ア教育」を受講し、54歳のタイミングで65歳
定年の「シニア正社員制度」を選択するか、

60歳で退職するかの希望を調査します。処遇
に関しては、60歳コースを選択した人は減額
されず、退職時に退職金に加えてセカンドラ
イフ支援金を受け取ることができます。
シニア正社員の報酬は職務ランク別定額給
与とグレード別加算給の大きく 2つに分かれ
ます。職務ランクは60歳前の社内の資格等級
と新たに担う役割・職務を加味して 1 ～Ⅳ
の 4つのランクに分類。グレード別加算給
は、各ランク内にグレード 1 ～ 4を設けて
います。どのグレードになるかは、60歳前の
過去 3年間の貢献度評価の平均と当年度の上
司の期待貢献度に基づいて部門判断で決定し
ます。グレードが 1つ上がると年収ベースで
100 ～ 150万円程度上がり、グレード 3から
4に上がると現役時代の報酬水準に近くなり
ます。ただし、グレード別加算給は毎年の人
事評価でグレードが見直され、能力と実績に
応じたメリハリのある仕組みにしています。
過去 3年間の評価でグレードが決まるという
ことは、50代後半も気を抜けないことになり、
この時期に良い評価が取れるかどうかが60歳
からのグレードと報酬に影響します。
同社の人事担当者は「現役から一歩引いた
形で仕事をこなすのではなく、生涯現役とし
て自分の専門や適性と感じる領域でバリバリ
と活躍し、最大限のパフォーマンスを発揮し
てほしい」と期待しています。

人手不足解消の方策の一つとして高齢者雇用が注目されてい

ます。一方、政府は70歳までの就業を努力義務とする「70歳

就業法」を施行し、そのための対応も必要です。今回は即戦力

人材の中途採用が難しい中で、シニア人材の確保と戦力化を目

的に「シニア正社員制度」を導入したＩＴ企業を紹介します。

50代後半の3年間の評価を反映
60歳以降も人事評価で処遇が変化

高齢者雇用に
どう向き合うか 

戦力化と
生産性向上を目指して
第４回　
高齢技術者の確保が
事業発展の根幹
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相談・調査体制を整備していても
機能しなければ法的義務に反する
男女雇用機会均等法では事業主のセクハラ
防止配慮義務を規定し、性的な言動に対する
対応により従業員の労働条件について不利益
を受けたり、就業環境が害されないように、
雇用管理上必要な措置を講じる義務を課して
います。しかし、事業主が就業規則上の整備
や相談窓口の設置などの体制を整備しても十
分に機能していない場合もあり、本件医療法
人もそれに該当します。
本件の従業員は理事長から①診断書につい
ての説明の際、骨の部位を説明するために、
従業員の二の腕を服の上から掴んだなど同様
の身体接触行為が複数回あった、②患者から
依頼のあった身体障害者診断の記入ができる
どうかの確認のため、理事長に声をかけたと
ころ、従業員の肩に手を回して抱き寄せた、
③同僚と廊下を歩いていた際に、すれ違いざ
まに従業員の側面に抱きついた――等の行為
をされたと主張しました。裁判所は、理事長
の従業員に対する行為を認め、本件従業員の
意思に反する性的言動、セクハラ行為である
と認定。その上で「理事長は本件従業員に対
し、各行為の不法行為責任を負う」と判断し
ました。

安全配慮義務に関しては、医療法人は従業
員から訴えがあった当時、就業規則において
セクハラ行為を行うことを禁じる趣旨の規定
およびセクハラ行為を行った場合の解雇に関
する一般的な定めを規定し、職員からの苦情
に対応、処理するする機関として院内委員会
を設置していました。しかし判決では「本件
従業員のセクハラの申し出を正式な苦情とし
て処理し、院内委員会の審議に上程しておら
ず、院内委員会が本件従業員からの申し出に
対して有効に機能したとは言いがたい」、「複
数回にわたる訴えに対し、まずもって重要と
思われるべき、被害者とされる者や関係者、
加害者とされる者（理事長）に対する詳細な
聞き取り調査などを行わず、理事長に対して
は、セクハラ行為に気をつけてほしいという
極めて抽象的かつ中途半端な対応をするにと
どまり、組織としてセクハラの訴えがあった
際の対応としては全く不十分であった」と述
べています。
そして一連の対応は「良好な職場環境を整
備、維持すべき法的義務に反するということ
ができ、医療法人は、本件従業員に対し、安
全配慮義務違反がある」と断じています。セ
クハラ等の相談体制や調査体制を整備してい
ても、実際の運用に適切性を欠いていれば大
きな法的リスクを負うことを改めて示したも
のといえます。

理事長のセクハラ行為は安全配慮義務違反理事長のセクハラ行為は安全配慮義務違反
本件は、医療法人の病院に外来受付等の

事務に従事していた従業員が、勤務中に医

療法人の理事長のセクシュアルハラスメ

ント行為が不法行為に該当し、医療法人が

セクハラ行為の是正について適切な対応

をしなかったことが安全配慮義務違反に

該当するとし、それぞれ損害賠償を求めた

事件です。

名古屋地裁岡崎支部は医療法人は安全配

慮義務違反が

あると判断し

ました。

Ｉ 医 療 法 人 事 件
名 古 屋 地 裁 岡 崎 支 部

（令５・1・16判決）
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データバンク

新規大卒者の入社 3年以内の離職率は
32 .3％と、前年より0.8ポイント上回りまし
た（厚生労働省「新規学卒者就職者の離職状
況」2023年10月発表、2020年 3 月卒業者）。
最近は入社直後に転職サイトに登録する新人
も少なくないといわれますが、転職サービス
「doda」に2023年 4 月に登録した
新社会人は、調査を開始した2011
年の約30倍に達しています。
ラーニングイノベーション総合
研究所が今年 4月に入社する24
年卒の「内定者意識調査（2023年
度想定する入社の壁編）2024年 1
月29日」によると、社会人になる
ことに「不安、心配な気持ち」と
答えた学生が78.7％と、約 8割も
います。具体的な不安では「自
分の能力で仕事についていける
か」（65.8％）が最も多く、続い
て「しっかりと成果を出せるか」
（55.1％）、「先輩・同期とうまく
やっていけるか」（46.2％）、「上司
とうまくやっていけるか」（41.9％）
の順となっています（図表1）。
多くの新人が不安を抱えていま
すが、中でも離職の引き金になり
やすいのが上司など職場の人間関係です。同
研究所の本件調査（「若手社員の意識調査（社
会人 1年目）2023年」）では、入社前に感じ
ていた不安などのギャップが入社後にどう変
わったかを聞いています。それによると上司
との関係では、「上司とのコミュニケーショ

ン」について「フランクで話しやすい」が
30 .3％、「厳しく話しにくい」が34 .3％となっ
ています（想定通りが35 .3％）。また、「上司
からの仕事のアドバイス」は、37 .7％が「細
やかではない」、「上司への悩み相談」は、
42 .0％が「細やかに相談できない」、「上司

からのスキルアップのサポート」
は、37 .7％が「サポートしてもら
えない」、「上司とキャリアについ
て話す機会」は、39 .3％が「機会
がない」と回答。それぞれ 4割近
くがネガティブな印象を抱いてい
ます（図表2）。
こうした思いを抱く新人は離
職予備軍ともいえますが、実際
に「上司とのコミュニケーショ
ン」を想定よりも話しにくいと感
じた新人のうち「会社を辞めたく
なった」と回答した割合は23 .9％
もいます。同様に「上司からの仕
事のアドバイス」がもらえていな
い、「上司からのスキルアップの
サポート」をしてもらえない新人
は、それぞれ26 .8％、23 .9％が会
社を辞めたくなったと答えていま
す（図表3）。

入社 1年目で辞めたくなった人が 2割超と
いうのは極めて深刻な事態といえます。本
来、入社 1年目は先輩社員が指導役になって
OJT（職場内教育）を実施している時期です
が、管理職を含めて上の人間のサポートが極
めて重要であることを示しています。

新入社員の4月入社を控え、早期離職に
不安に感じている企業も多いのではないで
しょうか。ラーニングイノベーション総合研
究所の「若手社員の意識調査（社会人1年目）
2023年」（2023年11月24日公表）によると、入

社後に「上司とのコミュニケーション」が想
定していたよりも話しにくいと感じた新人の
うち「会社を辞めたくなった」と回答した人
が23.9％もいることがわかりました。

2023年若手社員の意識調査（社会人1年目）

新
入
社
員
の
早
期
離
職
の
原
因
は

上
司
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
不
足
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データバンク

図表１ 入社に向けてどのような「不安」がありますか　【複数回答】n=404　上位 7 解答

図表3 入社前後のギャップをネガティブに捉えた人はどのように感じたか　一部抜粋

図表2 入社前後のギャップについて、想定とどのような違いがありましたか？　n=300

上司とのコミュニケーション n=103

上司からの仕事のアドバイス n=113

上司からのスキルアップのサポート n=113

自分の能力で仕事についていけるか 65.8%

しっかりと成果を出せるか 55.1%

先輩・同期と上手くやっていけるか 46.2%

上司とうまくやっていけるか 41.9%

生活のリズムの変化に慣れることができるか 31.8%

社会人の基礎的なマナーを習得できるか 31.3%

仕事内容が自分に合うか 30.8%

上司とのコミュニケーション
上司からの仕事のアドバイス

上司への悩み相談
上司からのスキルアップのサポート
上司とキャリアについて話す機会

フランクで話しやすいフランクで話しやすい30.330.3%%

細やか細やか26.726.7%%

細やかに相談できる細やかに相談できる23.323.3%%

細やかでない細やかでない37.737.7%%

細やかに相談できない細やかに相談できない42.042.0%%

サポートしてもらえないサポートしてもらえない37.737.7%%

機会がない機会がない39.339.3%%機会がある機会がある20.020.0%%

サポートしてもらえるサポートしてもらえる24.724.7%%

厳しく話しにくい厳しく話しにくい34.334.3%% 想定通り想定通り35.335.3%%

想定通り想定通り35.735.7%%

想定通り想定通り34.734.7%%

想定通り想定通り37.737.7%%

想定通り想定通り40.740.7%%

ポジティブ回答 ネガティブ回答 想定通り

嬉しいと思った
安心した

成長の機会だと感じた
貢献したいと感じた

不安に感じた
落ち込んだ
不満を抱いた
大変だと感じた

我慢した
会社を辞めたくなった

その他

嬉しいと思った
安心した

成長の機会だと感じた
貢献したいと感じた

不安に感じた
落ち込んだ
不満を抱いた
大変だと感じた

我慢した
会社を辞めたくなった

その他

嬉しいと思った
安心した

成長の機会だと感じた
貢献したいと感じた

不安に感じた
落ち込んだ
不満を抱いた
大変だと感じた

我慢した
会社を辞めたくなった

その他

0.0%
0.0%

2.8%
1.4%

13.4%
11.3%

13.4%
10.6%
11.3%

0.0%

0.0%
1.4%

4.9%
2.8%

13.4%

14.8%
13.4%

10.6%
26.8%

7.7%

0.0%

0.0%
0.7%

4.9%
1.4%

0.7%

14.8%
7.0%

10.6%
14.1%

11.3%
23.9%

23.9%
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懲戒解雇の遡及適用は否定される

懲戒解雇が有効となるのは、「使用
者が労働者を懲戒することができる場

合」でなければなりません。そのため就業規
則等で懲戒理由となる事由とこれに対する懲
戒の種類・程度が明記され、周知されている
必要があります。
しかし、懲戒の根拠規定は、それが設けら
れる以前の事犯に対して遡及的に適用される
べきではないとされており、遡及適用を否定
するのが裁判例の趨勢となっています（裁判
例としては、新潟地判平 7・ 8・15）。
懲戒事由については就業規則上、けん責や
戒告など懲戒方法ごと、または一括して列挙
され、極めて包括的な表現になっていること

も少なくありません。しかも懲戒解雇は普通
解雇よりも労働者に大きな不利益を与えるも
のです。懲戒権濫用法理（当該懲戒に係る労
働者の行為の性質、及び態様その他の事情に
照らして、客観的に合理的理由を欠き、社会
通念上相当であると認められない解雇は、そ
の権利を濫用したものとして無効にする、労
働契約法15条）の適用上、普通解雇よりも厳
しい規制がかけられています。
「社会通念上の相当性」についての判断は、
当該労働者の情状や過去の処分歴、他の労働
者の処分との均衡が図られているか、解雇事
由の内容及びその程度に対して厳しすぎない
か等の事情を踏まえ、解雇という処分に十分
な妥当性が認められるか否かといった観点か
らなされます。
ただし、「職務怠慢」や「勤務態度の不良」
については、懲戒事由でもあり、普通解雇事
由に当てはめることが可能な場合もありま
す。裁判では、懲戒解雇が過酷に過ぎて無効
とされる可能性も含めて、予備的に普通解雇
している事案もあります。
令和 5年の大阪地裁の裁判例（令 5・10・
27）は、懲戒事由の発生当時、就業規則がな
かった会社が、その後就業規則を整備して労
基署に届けたうえで、普通解雇した事案で
す。労働者は裁判で、当時就業規則が存在せ
ず、周知していなかったことから解雇は無効
だと主張しました。
しかし、裁判所は、普通解雇であり就業規
則がなければ解雇できないものではないと判
断しています。この場合は従業員の傷害事件
のケースですが、裁判所は解雇事由に該当す
ることは明らかであり、改善の余地もないな
どとして解雇は有効との判断を下していま
す。解雇事案にもよりますが、懲戒解雇に該
当する事案と考える場合、普通解雇という選
択肢もあるでしょう。

懲戒規定を新設し、解雇

等の処分ができるので

しょうか

労働基準法労働基準法

ＡＡ

問題行為があった従業員の懲

戒解雇を検討しています。ただ

し、懲戒規定の内容をあまり具体的に記

載していませんでした。そこで新たに具

体的内容を記載したいと考えているので

すが、仮にこれから規定を整備した場合、

新しい規定に基づく懲戒処分は認められ

るのでしょうか。あるいは懲戒解雇では

なく、普通解雇という選択肢もあるので

しょうか。

QQ
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私傷病休業期間の特例あり

労基法上、平均賃金は算定事由発生
日以前 3カ月の間に受けた賃金総額を

暦日数で除して計算するとされています。「業
務上負傷し、又は疾病にかかり療養のために

休業した期間」は、その日数および賃金を計
算から除外しますが、私傷病休職は対象外で
す。ただし、平均賃金相当額を給付基礎日額
とすることが適当でないと認められる場合の
取扱いが定められています。
その 1つに「私傷病による休業期間がある
場合」が定められています（労災則 9条 1項
1号）。業務外の傷病で休業した労働者の給
付基礎日額（平均賃金相当額）が、当該期間
を業務上傷病による休職期間とみなして算定
した平均賃金に満たない場合には、みなしで
計算した平均賃金に相当する額とするという
ものです。労災保険給付事務取扱手引（令
4・ 6・21基発0621第 1 号など）では、月33
万円の労働者が、平均賃金算定期間中に10日
間私傷病欠勤し、その間の賃金（10万円）を
受けなかった場合の例を示しています。
原則の計算だと、9,781円（円未満切上げ、
労災法 8条の 5）となります。この額と比較
するのは、算式の分母から欠勤日数10日と分
子から10万円をそれぞれ引いて算出した 1万
988円になります。後者が給付基礎日額とな
ります。
この算式においては欠勤控除のルールが定
められていますが、月給制であれば、賃金の
額を月の総暦日数で除して得た額に、休業し
た日数を乗じて得た額としています。休業補
償給付の計算上は、このように特例が設けら
れています。

私傷病休職直後の労災事
故の平均賃金の算定をど
うするか

労災保険法労災保険法

ＡＡ

私傷病で1カ月ほど休んでい

た従業員が、業務復帰後、ケガ

を負いました。労災の申請をしますが、

休んでいた期間の扱いはどうなるので

しょうか。

業務上の傷病ではないので、平均賃金

の算定上、当該期間を除外できないよう

に思います。

休業補償給付をする上で不利益が生

じる気もします。

QQ

▽ 高年齢雇用継続給付

▽

60 歳到達時点に比べて賃金
が 75％未満に低下した状態で
働き続ける 60 歳以上 65 歳未

満の一般被保険者に対して、
雇用保険から給付金を支給す
る制度です。2種類あり、1つ
は被保険者の期間が通算して
5年以上あり、継続雇用され、
60歳以後に支払われる賃金が、
60 歳前に算定された賃金日額
に 30を乗じて得た額の 75％未
満となった場合に 65 歳に達す

る月まで支給します。
もう1つは失業給付の基本

手当を受給している者が、60
歳以後に再就職し、再就職後の
各月に支払われる賃金が当該
基本手当の基準となった賃金日
額に 30を乗じて得た額の 75％
未満となったとき、一定の要件
を満たす場合に支給されます。
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とぴっくす

フリーランスの労災保険の特別加入を承認フリーランスの労災保険の特別加入を承認      
     ―厚生労働省労働政策審議会―厚生労働省労働政策審議会

2023年12月22日、労働政策審議会の労災保
険部会で労災保険施行規則の改正が承認さ
れ、フリーランスの労災保険の特別加入が、
今年秋から拡大されることになりました。
対象はフリーランス新法の「特定受託事業
者」となり、労災保険部会の資料によると、
想定される職種は、営業・講師・インストラ
クター、デザイン制作・コンテンツ制作、調
査・研究・コンサルティング、データ入力・
文書入力等、ライティング・記事等執筆業務
等の受託を受けて行うもので、約273万人い
るとされています。通常の労災保険は使用者
が労働者の保険料を負担しますが、特別加入
の場合はフリーランス自身が保険料を負担す
ることになります。
保険料率は特定受託業務に類似する既存の
事業、例えばアニメーション製作業務などが

1,000分の 3となっていることを勘案し、一
律1,000分の 3（0.3％）にするとしています。
実際に労災保険に加入したいフリーランスは
どのくらいいるのでしょうか。フリーランス
協会の「労災保険の加入意向について」（2023
年 6月23日～ 7月16日）の調査によると、「労
災保険に加入したいと思ったことがある」と
回答した人の割合は68.3％と高くなってい
ます。また、「保険料全額自己負担（特別加
入制度）で加入できるとしたら、どう思う
か」については、「ぜひ加入したい」が9.3％、
「前向きに加入を検討したい」が42.1％。計
51.4％が加入意向を示しています。
労災保険の特別加入は、特別加入団体を通
じて行うこととされていますが、特別加入団
体の具体的な要件は 3月までに示される予定
です。

�

21.3％の企業が「不合理な待遇差の禁止」に抵触   21.3％の企業が「不合理な待遇差の禁止」に抵触   
   ―厚生労働省―厚生労働省
厚生労働省は、2023年 4 ～ 11月に実施し

た同一労働同一賃金の実現に向けて実施した
「パートタイム・有期雇用労働法への対応状
況に関する実態調査（報告徴収）の結果をと
りまとめました。
それによると報告徴収を行った7,983社の
うち、正規と非正規の不合理な待遇差の禁
止を定めたパートタイム・有期雇用労働法
第 8条に抵触しているとして1,702社（調査
企業の21 .3％）を是正指導しています。これ
は2022年度 1年間で是正指導した144社（同
4.1％）を大きく上回っています。
厚労省は23年 3 月から、都道府県労働局に

よる報告徴収の実施前に、労働基準監督署が
非正規労働者の処遇について事実確認するす
る仕組みを導入し、効率的な指導を行うよう

になっています。報告徴収においては、手
当、福利厚生の性質や支給・付与の目的を確
認し、事案ごとに不合理な待遇差かどうかを
判断します。不合理と認めたケースについて
は是正指導を行っています。これは同法第 8
条の「当該待遇の性質及び当該待遇を行う目
的に照らして適切と認められるものを考慮し
て、不合理と認められる相違を設けてはなら
ない」とする規定に沿ったものです。
例えば、正社員には通勤手当として実費を
支給する一方、有期雇用労働者には 1日当た
り定額を支給していた企業に対し、正社員と
同一基準で支給すること、また、正社員と職
務内容が異なることを理由に、慶弔休暇を有
期雇用労働者に付与しなかった企業に対して
も是正を指導しています。
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